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研究成果の概要（和文）： 本科研は、「公共調達契約がグローバル化および公共調達に関わる主体の多極化に
直面する現在にあって、この公共調達契約をどのような法がどのように規律しうるか」を探究するものであっ
た。 本科研の成果として、グローバル化や行政の私化に対応した新しい行政法理論を構築するための基本とな
る法概念を析出することができた。すなわち、国家法（法令）ではない「公共的主体の内部法・自主法」、情報
の共有・加工を可能にする「異種混成手続」（各公共的主体がそれぞれに装備している基準適合性審査手続を接
合させた手続）、物理的に不正を排除する「アーキテクチャルな規制」等である。

研究成果の概要（英文）：   Currently, public procurement contracts face globalization and 
multi-polarization of entities. It was the purpose of this research to explore what laws could 
control the public procurement contracts, and how the laws could do that. 
   As a result of this research, it was possible to find legal concepts which were the basis for 
constructing a kind of new administrative law theory corresponding to globalization and 
privatization of administration: "internal law and autonomous law of public entity" which is 
non-state law, sharing and processing of information and "heterogeneous hybridization procedure" 
that enables that, "architectural regulation" that physically can eliminate wrong.

研究分野：行政法

キーワード： 行政主体の多元化　行政手法の契約化　自主法　内部法　情報　ネットワーク　基準適合性審査　不正
・汚職

  １版
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１．研究開始当初の背景 
 公共調達契約とは、公の行政を行うにあた
って、その物的手段を整備するために、行政
（国・地方公共団体）と私人（企業・個人）
との間で締結される契約である。この公共調
達契約は、従来の行政法では、行政契約の一
種とされ、入札等の特殊な手続規制はあるも
のの、基本的には、民事契約と同様のものと
考えられ、専ら国内民事法が規律してきた。
この分野に関する従来の研究は、主に、行政
主体が処分等の権力的手段ではなく契約と
いう非権力的手段・民事的手法を用いて公共
的な活動を行うことに注目するもの（例えば、
碓井光明『公共契約法精義』（信山社、2005
年））や、当該契約がつくる民事的法関係の
生成・発展・消滅のなかに行政法（公法）的
規律をみいだすことで、そこに現代行政法の
展開を追究するもの（例えば、山田卓生「行
政における契約」『国際化時代の行政と法・
成田頼明先生退官記念』（良書普及会、2000
年））であった。 
しかし、今日、この公共調達契約は、既存
の研究が前提にした公私の区別の相対化、手
段の多様化といった現代行政法現象だけで
はなく、新たに国境を超えた空間に展開する
というグローバル行政法現象、そして、公私
を超える多様な主体が契約関係に登場する
多極的行政法現象のなかにある。 
 
２．研究の目的 
本研究は、公共調達契約について、このグ
ローバル行政法および多極的行政法のなか
に定位するものとして、新たな位置づけを与
え、新しい行政法理論を構築することを目指
すものである。 

 
３．研究の方法 
（１）日本国内における公共調達契約からの
排除について、そこに登場する主体、それを
規律する法を調査し、公共調達契約からの排
除に関する法構造の分析を行った。 
 調査対象は、国立大学法人名古屋大学、文
部科学省、名古屋市、国際協力機構、外務省、
等々である。 
 
（２）国内外の民営化の趨勢の中で、公共調
達主体は、行政主体から私人へとその組織上
の性格を変えている。そこで本科研では、か
つての公社公団が株式会社化され会社法上
の法人となった主体による資材調達につい
て、それを規律する法の形式、内容、その運
用を調査し、資材調達に係る法構造を分析し
た。 
 調査対象は、日本については、中日本高速
道路株式会社とした。また外国調査は、中国、
ベトナム、モンゴルおよびロシアを対象国と
した。 
 
（３）本科研を進めるなかで、新らに発見あ
るいは再認識するに至った法的課題につい

ても、調査、研究を行った。これには、大き
く二つがある。第一は、同一のコトバであら
わされる法概念の、国家間における意味のズ
レである。第二は、成立当初から私的主体と
して存在する主体の内部法・自主法の現状、
および、それと国家法との関係である。 
 調査対象として、第一の課題についてはベ
トナム、モンゴル、ウズベキスタンの法概念
に、第二の課題については日本およびアメリ
カの医療職集団の内部法・自主法に焦点をあ
わせた。 
 
４．研究成果 
（１）日本において、公共調達契約からの排
除は、ネットワークを通して行われているこ
とが明らかとなった。この排除のネットワー
クの構造は以下の通りである。この排除のネ
ットワークは、多種・複数の公共的主体で構
成され、多種・複数の法形式が用いられてい
る。この法形式には、国家法（法令、国際約
束）だけでなく、公共的主体の「内部法」、「自
主法」、「事実上の合意」がみられた。 
このような排除のネットワークは、平素は、
システムとして静的に存在しているのみで
ある。しかし、ここに単一の「始原的排除情
報」が投入されると、情報共有のネットワー
クが作動し、排除のプロセスが起動するので
ある。 
この排除のプロセスについて、さらに分析
を行った結果、このプロセスには、かつての
行政法学には見られなかった新しい手続が
生じていることが明らかとなった。すなわち、
「ネットワークを構成する多種・複数の公共
的主体間で、自らの基準適合性審査の諸要
素・段階の一部を『省略』・『適用除外』し、
それに代わって他者のそれを『借用』する手
続」であり、本科研ではこれを「異種混成手
続」と称することとした。 
 
（２）中央省庁や公社公団等の公的主体によ
る調達（公共調達）は、行政を一方当事者と
する行政契約であり、法令に基づき、私人の
契約にはない手続的規律が課せられる。しか
し、民営化を経て株式会社化された私法人に
よる調達（資材調達）は、私人間の契約とな
り、公共調達契約であれば課せられる手続的
規律から外れることとなる。 
そこで、本科研では、調達を規律する法構
造を分析し、公共調達と資材調達との比較を
行った。その結果、株式会社化された旧公社
公団は、資材調達を行う段階では、法的には、
私企業と同様に各会社の自由に委ねられて
いるのであるが、紛争解決の段階になると、
国家の仕組みに吸収されていることが明ら
かとなった。また、各会社の資材調達におい
て、不正・汚職が生じた場合にも、その制裁
の段階で国家の仕組みに吸収されていた。 
 
 上述（１）および（２）の研究成果からは
さらに以下の点が導かれ得る。すなわち、「異



種混成手続」をとおした情報共有のネットワ
ークも、かつては公社公団であった株式会社
の資材調達も、これを主として規律するルー
ルは、そこに存在する公共的主体の「内部
法・自主法」である。したがって、今後の検
討課題として指摘しうるのは、①この内部
法・自主法に対して、あるいはこれらと共に、
従来の国家法はいかにしてその有効性を発
揮しうるか、②国家法も内部法・自主法も有
効に機能しえない局面において、物理的に不
正を排除する「アーキテクチャルな規制」は
どのような可能性を有するか、である。 
 
（３）①複数の国の法学者による議論におい
て、同一のコトバで表され同一の定義を有す
る法概念を用いているにもかかわらず、議論
がかみ合わないことがあるのは何故かにつ
いて、その理由を一定程度分析することがで
きた。国ごとに、法学者らが暗黙裡に念頭に
置いている典型例や、その法概念を用いるこ
とで解決しようとしている法的問題が異な
っていたのである。この差異は、法概念が生
成し発展する経緯（歴史）、そして法概念が
そのなかにおかれている「制度」がどのよう
な体系と目的をもっているのかが異なるこ
とから生ずる。法概念は、断片、情報の単位
であり、特定の文脈のなかにおいてはじめて
その意味が明らかになるのであった。 
②中央省庁のように純粋な行政機関、公社公
団の民営化の結果としての株式会社は、いず
れも、その組織は、法律によって設置された
ものである。これに対して、私的主体（民間
の医療職集団）は、法律設置ではない。この
ように、成立当初から私的主体として存在し
た集団の内部法・自主法は、国家法とは別の
法源として、国家法を補完している。すなわ
ち、国家法による規制基準を横出ししたり、
上乗せしたりしていることが明らかとなっ
た。 
 
 上記の成果（１）（２）（３）を通して、グ
ローバル化や行政の私化に対応した新しい
行政法理論を構築するための基本となる法
概念を析出することができた。すなわち、国
家法（法令）ではない「公共的主体の内部法・
自主法」、情報の共有・加工を可能にする「異
種混成手続」（各公共的主体がそれぞれに装
備している基準適合性審査手続を接合させ
た手続）、物理的に不正を排除する「アーキ
テクチャルな規制」等々である。 
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